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債権法改正 : 元裁判官は，こう考える
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 　会社法は非常にわかりにくいが ― もっとも，よく使う条文がかぎられているので，気になら
ない側面もある ― ，民法も同じ方向にあるように思う。 
 　ちょっと背景論になるが，裁判官時代も，現在も，何かあれば我妻先生の民法講義をよく読む。
我妻先生の民法講義は精緻だし，示唆に富んでいる。今回のインタビューを受けるにあたって，
ようやく債権法改正の動向をだいぶ知るようになった。今回のインタビューや大学の講義のため，
最近の民法学の議論をフォローするようになったが，一般にはかなり精緻な議論が展開されてい
る。しかし，今回の債権法改正では，そのような精緻な議論はみられない。” 
債権法改正
― 147 ―
 ⑩　“当初の理想が「中間試案」にいかされているのか” 
 　“第1問で答えたこととも関係するが，法改正をリードするのが，学界を先導する学者や法務
省となるのはやむをえないことだと考えている。ただ，今回の債権法改正は，そのような方向が
あまりにも過度にでていることに問題があると思う。現に，民法（債権法）改正検討委員会は，
学者の勉強会だと思っていたところ，それが改正につながってしまった。ここでは，弁護士や裁
判官の意見を聞いていないので，反対論がでてきていると思われる。 
 　ただ，実務家からの発議を待っていては，EUと歩調をあわせるような法改正はできないであ
ろう。 
 　当初の理想が正しいか否かはともかく，世界の潮流にあわせ，EUの動向を参考にし，アジア
の先進国たらんという理想を掲げていたところ，この当初の理想が反対を受けて変わってきたと
いう印象である。当初推進者のいっていた理想が，現在の「中間試案」にいかされているか否か
は疑問である。 
 　また，当初の推進者の理想が正しいか否かは，渉外弁護士が現在の日本の債権法を国際的視点
から遅れているから変えるべきだと考えるのか，債権法は任意法規だからどうにでもなるので，
混乱を押して変える必要はないと考えるのか，聞く必要があるだろう。さらに，国際取引に携わ
る経済界がどのように考えているのかをも，聞いてみる必要があるだろう。 
 　ハーグ条約で親権者の問題が浮かびあがってきたが，日本的な感覚と国際的な感覚は違う側面
がある。” 
 ⑪　“割り切りが強い傾向を感じる” 
 　“債権法という性質上からかもしれないが，やや割り切りが強い傾向を感じる。そうしなけれ
ばならないとすれば，それだけの実証的な根拠を知りたい気持ちがある。企業から家庭までを扱
う民法典のなかで債権法は中心的な規律を定めているので，家庭の規律が社会経済構造の新しい
規律に翻弄されることは不可避であるとしても，家庭の規律をあまり無視しないような配慮を期
待する。 
 　要するに，意思の一致論を強めるだけでは切れ味がよすぎで，企業活動から家庭生活までを含
む多様な社会実態に対する改正債権法による法的統制の影響の行方を読みにくくしないであろう
か。また近い将来，農地の市場化がもっと進んでいく場合に，こうした切れ味のよい意思の一致
論という契約（合意）理論が現時点では物権法，親族法，相続法の基本原則でもあるという通説，
判例の理論状況にかんがみると，その影響の行方は大変に広いものになるようで心配になる。” 
 ⑫　“実現してみないとわからない” 
 　“今回の改正の全体的な評価としては，実現してみないとわからないというというしかない。” 
 ⑬　“司法制度改革を徹底するために改正すべき” 
 　“全体的な債権法改正の評価としては，司法制度改革を徹底するために改正すべきである。国
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民がみてもわかるように，裁判規範の内容を長くなっても条文化すべきである。詳しく書くと，
法の柔軟性・融通性がなくなるというような問題ではなく，それは解釈で補うことができる。ま
た，いったん改正したら，もはや変えられないという問題ではなく，不都合があれば再改正すれ
ばよい。会社法ができたときに，自分もわからないと一度は思ったが，慣れてくるとわかりやす
い。現在の法律の条文は，研ぎ澄まされた言葉で書かれているので，一見するとわかりにくいよ
うに思われるが，慣れてくるとわかりやすい。わかりにくいのは，勉強していないからで，もう
一度勉強すればわかる。” 
 第3部：結語 
 　以上で，民事裁判官経験者13人に対するインタビュー調査の報告を終える。インタビューを
担当した3名としては，それぞれに感慨をもち，話し合うとほぼ同一の印象に落ち着くが，われ
われ3名の見解を披露することによって，インタビュー報告としての客観性を失うおそれもある
ので，ここでペンを擱くこととしたい。 
〔付記：本稿は2013年度名古屋学院大学研究奨励金による成果の一部である。〕
 
